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第1章 序論

本章では、目的、意義および本論文の構成について述べた。

近年、後発ASEAN諸国は高い経済成長を続けており、日本企業から新しい市場として注目
されている。しかし、後発ASEAN諸国に注目しているのは日本企業だけではなく 、中国や韓
国、台湾企業といった競合国企業も同じである。そのため、日本企業は現地へ受け入れられる

ようにヒトの現地化の推進や現地適応を進め、現地志向を高めることが求められている。

日本企業におけるヒトの現地化の研究は、主に本国親会社と現地子会社の側面から研究が進

められてきた。地域統括会社に関する研究は、その機能や役割、組織的な位置づけに関して研

究が進められてきた。

そこで、本研究では、日本企業の進出が活発な後発ASEAN諸国における日本企業のヒトの
現地化に関する調査を改めて行うとともに、十分に研究がなされていない地域統括会社による

現地子会社のヒトの現地化への影響について研究する。

第2章 日本企業におけるヒトの現地化に関する先行研究のレビュー

日本企業のヒトの現地化に関する研究は、過去から幅広く行われている。そこで、本研究に

おけるヒトの現地化に関する先行研究のレビューでは、現地化およびヒトの現地化の定義、現

地子会社においてヒトの現地化を進めることの長所をレビューした。次に、日本企業のヒトの

現地化が遅れている原因を現地子会社と本国親会社の側面で検討し、これまで提言されてきた

解決策をレビューした。一方で、近年、日本企業においてもヒトの現地化が進展するなかで、

日本人社員が果たす役割を再検討する研究もみられる。ついては、日本企業を取り巻く環境の

変化を踏まえながら、これらの再検討に関する先行研究をレビューした。

地域統括会社に関する研究も幅広く行われている。そこで、本研究では、日本企業における

地域統括会社の機能や組織的な位置づけをレビューしたうえで、地域統括会社による現地子会

社のヒトの現地化への影響についてレビューした。

本章最後には、本研究における分析フレームワークを構築した。第一の分析フレームワーク

について、本国親会社から現地子会社に移転される技術や知識の移転量は、現地子会社の中間

管理職のヒトの現地化に影響を与えるという分析フレームワークである。このフレームワーク

には、地域統括会社による現地子会社へのヒトの現地化への支援量というモデレーター変数を

含む。第二の分析フレームワークについて、現地子会社のガバナンスに関する課題は、現地子

会社のトップ・マネジメントのヒトの現地化に影響を与えるという分析フレームワークである。

第3章 ミャンマーにおけるヒトの現地化に関する調査

本章ではミャンマーに進出した現地子会社4社に対してインタビュー調査を行ったうえで、
ミャンマーに進出した日本企業の現地子会社47社に対する定量的な調査をした。
本章はじめでは、まず、ヒトの現地化の実態調査において有用な指標を検討するために先行

研究のレビューをした。また、過去にミャンマーで行われた日本企業のヒトの現地化に関する

実態調査についてもレビューした。

本調査の結果、ミャンマーの現地子会社における中間管理職のヒトの現地化の進展は、過去

に行われた実態調査時よりも進展している可能性があることが示唆された。一方で、トップ・

マネジメントの日本人比率は、過去に行われた実態調査と比較しても、進展しているとは言い

切れないことが明らかになった。



第4章 地域統括会社のヒトの現地化に関する調査

本章では、東アジア新興国における地域統括会社の日本人比率の分析と、地域統括会社が現

地子会社の日本人比率にどのように影響を与えているのかについて、地域統括会社を保有する

日本企業の事例研究をした。

本章はじめでは、まず、過去に行われた地域統括会社のヒトの現地化に関する実態調査を先

行研究によりレビューした。

次に、東アジア新興国の日本企業における現地子会社の日本人比率の推移を機能別にて、二

次データを活用し分析した。その結果、サービス業や製造業の日本人比率は概ね一定、商業、

運輸業の日本人比率は時間の経過とともに低下、地域統括会社の日本人比率は増加傾向にある

ことが明らかになった。

事例研究について、横河電機、大日本印刷および山九の事例研究を行った。

横河電機について、販売地域統括会社であるYokogawa Engineering Asiaが設立されて以降、
統括下にある現地子会社の日本人比率が低下する傾向にあった。大日本印刷について、地域統

括会社であるDNP Asia Pacificが設立されて以降、統括下にある販売機能を有した現地子会社
の日本人比率が低下傾向にあった。山九について、地域統括会社である Sankyu Southeast  Asia 
Holdingsの設立によって、現地子会社の日本人比率に変化はみられなかった。

第5章 後発ASEAN諸国と地域統括会社におけるヒトの現地化に関する検討
本章では、分析フレームワークに基づき、本研究の調査結果を考察した。

ミャンマーでの実態調査を通じて、本国親会社から現地子会社に移転される技術や知識の移

転量は現地子会社中間管理職のヒトの現地化に影響する可能性があることが示唆された。一方

で、地域統括会社による現地子会社の支援量は、現地子会社における中間管理職のヒトの現地

化の進展に影響を与えることについて、事例研究から一部の地域統括会社の設立後に販売機能

を有した現地子会社の日本人比率が減少するといった変化がみられたものの、必ずしもその原

因が地域統括会社の設立であるとは言い切れず、地域統括会社が現地子会社のヒトの現地化の

進展にどのような影響を与えているかを十分に明らかにすることはできなかった。

現地子会社のガバナンスの課題は、現地子会社におけるトップ・ マネジメントのヒトの現地

化に影響を与えることについて、ミャンマーでの実態調査では、現地子会社における日本人社

員は、人事や経理処理の承認といった現地子会社のガバナンスに関する業務に従事していた。

また、ミャンマーの現地子会社におけるトップ・ マネジメントの日本人比率は、過去に行われ

た実態調査と比較しても、ヒトの現地化が進展したとは言い切れなかった。ついては、現地子

会社のガバナンスの課題は、現地子会社のトップ・ マネジメントのヒトの現地化に影響を与え

る可能性が示唆された。

第6章 まとめ

本章では、本研究をまとめおよび本研究の限界点ならびに課題について述べた。

ひとつ目の限界点と課題について、本研究では現地子会社の従業員数や日本人社員数を経年

で分析するために二次データを活用した。その結果、現地子会社の従業員数または日本人社員

数の変化は、長期的な変化だけではなく 、毎年増減を繰り返すなどの短期的な変化もみられた。

この短期的な増減の原因は二次データから明らかにすることができないことが本研究の限界点

のひとつである。今後は、このような短期的な変化の原因を企業にアンケートするなど詳細に

調査し、地域統括会社の設立による増減とそれ以外の増減を分けて、検討し直す必要がある。

ふたつ目の限界点と課題は、本事例研究の対象となった地域統括会社の一部には、現地人の

人材教育といったヒトの現地化の推進につながるシェアードサービスを現地子会社に提供して

いる地域統括会社が含まれていたものの、具体的にどういった人材教育を現地子会社へ提供し

ているのかは調査しきれていないことである。今後は、地域統括会社が提供するヒトの現地化

を促進する具体的なシェアードサービスを調査し、地域統括会社および現地子会社の両方の側

面から現地子会社のヒトの現地化に与える影響を調査することが求められる。








